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小平市公民館運営審議会にかかる法令一覧 

 

【教育基本法】 

（生涯学習の理念） 

第３条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生

涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適

切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。 

 

（社会教育） 

第１２条 個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公

共団体によって、奨励されなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の

施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努め

なければならない。 

 

【社会教育法】 

（この法律の目的） 

第１条 この法律は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）の精神に則り、社会教育に

関する国及び地方公共団体の任務を明らかにすることを目的とする。 

 

（社会教育の定義） 

第２条 この法律で「社会教育」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）又は就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号）に基づき、学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に

対して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう。 

 

第五章 公民館 

（目的） 

第２０条 公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学

術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化

を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

（公民館の事業） 

第２２条 公民館は、第２０条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行う。但し、こ

の法律及び他の法令によつて禁じられたものは、この限りでない。 

１ 定期講座を開設すること。 

２ 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。 

３ 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。 

４ 体育、レクリエーション等に関する集会を開催すること。 

５ 各種の団体、機関等の連絡を図ること。 

６ その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。 

 

（公民館の運営方針） 

第２３条 公民館は、次の行為を行つてはならない。 

１ もつぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を利用させそ

の他営利事業を援助すること。 
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２ 特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の候補者を支持

すること。 

２ 市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若しくは教団

を支援してはならない。 

 

（公民館の設置） 

第２４条 市町村が公民館を設置しようとするときは、条例で、公民館の設置及び管理に関

する事項を定めなければならない。 

 

（公民館運営審議会） 

第２９条 公民館に公民館運営審議会を置くことができる。  

２  公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実施につき

調査審議するものとする。  

 

第３０条  市町村の設置する公民館にあつては、公民館運営審議会の委員は、当該市町村の

教育委員会が委嘱する。  

２  前項の公民館運営審議会の委員の委嘱の基準、定数及び任期その他当該公民館運営審議

会に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。この場合において、委員の委嘱の基準に

ついては、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。  

 

【小平市立公民館条例】  

 

第１５条  法第２９条第 1 項の規定により、小平市中央公民館に小平市公民館

運営審議会 (以下「審議会」という。 )を置く。  

２  審議会の委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資す

る活動を行う者並びに学識経験者のある者のうちから委員会が委嘱する。  

３  委員の定数は、１７人以内とする。  

４  委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。  

５  前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は委

員会規則で定める。  

 

【小平市立公民館条例施行規則】  

 

第１１条  条例第１５条第１項の小平市公民館運営審議会 (以下「審議会」とい

う。 )の委員の構成は、次のとおりとする。  

(1) 学校教育の関係者  2 人以内  

(2) 社会教育の関係者  11 人以内  

(3) 家庭教育の向上に資する活動を行う者  2 人以内  

(4) 学識経験のある者  2 人以内  

２  審議会に会長及び副会長 2 人を置き、委員の互選によってこれを定める。  

３  会長及び副会長の任期は、委員の任期による。  

４  会長は、審議会を代表し、会務を総理する。  

５  副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。  
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第１２条  審議会は、会長が招集する。  

２  審議会は、委員の定数の半数以上の委員が出席しなければ、会議を開くこ

とができない。  

３  審議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。  

４  会議は、公開する。ただし、会議を公開することにより、公平かつ円滑な

審議が著しく阻害されるおそれがあるときは、審議会の議により非公開とす

ることができる。  

５  会議の傍聴の手続、傍聴人の遵守事項その他会議の公開について必要な事

項は、別に定める。  

６  前条及び前各項に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。  

 

(審議会の庶務 ) 

第１３条  審議会の庶務は、小平市中央公民館において処理する。  

 


